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工
場
移
転
に
伴
い
、
通
勤
困
難
と
な
っ
た
従
業
員
が
退
職
を
申
し
出
て
来
ま
し
た
。

当
該
従
業
員
の
雇
用
保
険
被
保
険
者
期
間
は
５
年
３
か
月
で
す
。
年
齢
は
３
２
歳
で

す
。
雇
用
保
険
の
離
職
票
の
離
職
理
由
は
自
己
都
合
退
職
、
会
社
都
合
退
職
の
ど
ち
ら
に
な
る
の

で
し
ょ
う
か
。
退
職
を
申
し
出
て
い
る
従
業
員
の
通
勤
時
間
は
、
今
ま
で
は
３
０
分
で
し
た
が
、

自
宅
か
ら
移
転
先
工
場
ま
で
２
時
間
１
０
分
か
か
り
ま
す
。 

 

 

事
業
所
の
移
転
に
よ
り
、
通
勤
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
た
た
め
離
職
し
た
者
と
し

て
、
「
正
当
な
理
由
の
あ
る
自
己
都
合
退
職
」
と
な
り
ま
す
。 

厚
生
労
働
省
の
判
断
基
準
に
よ
れ
ば
、
事
業
所
の
移
転
に
よ
り
、
通
勤
す
る
こ
と
が
困
難
と

な
っ
た
た
め
離
職
し
た
者
と
は
、
通
勤
困
難(

通
常
の
方
法
に
よ
り
通
勤
す
る
た
め
の
往
復
所
要
時

間
が
お
お
む
ね
４
時
間
以
上
で
あ
る
と
き
等
）
な
適
用
事
業
所
の
移
転
に
つ
い
て
事
業
主
よ
り
通

知
さ
れ
（
事
業
所
移
転
１
年
前
以
降
の
通
知
に
限
る
。
）
事
業
所
移
転
直
後
（
概
ね
３
か
月
以

内
）
ま
で
に
離
職
し
た
場
合
で
す
。
上
記
ご
相
談
の
ケ
ー
ス
は
、
こ
の
基
準
に
該
当
し
ま
す
。 

な
お
、
最
終
的
に
「
正
当
な
理
由
の
あ
る
自
己
都
合
退
職
」
と
し
て
判
断
さ
れ
る
の
は
、
従
業

員
の
居
住
地
を
管
轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
す
。
従
業
員
が
離
職
後
に
手
続
き
行
っ
た
際
に
、
通

勤
困
難
に
よ
り
「
正
当
な
理
由
の
あ
る
自
己
都
合
退
職
」
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
資
料
と
し
て
、

事
業
所
移
転
の
通
知
、
事
業
所
の
移
転
先
が
わ
か
る
資
料
及
び
離
職
者
の
通
勤
経
路
に
係
る
時
刻

表
な
ど
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。 

 

自
己
都
合
退
職
と
給
付
制
限 

正
当
な
理
由
の
な
い
自
己
都
合
退
職
は
、
３
か
月
の
給
付
制
限
が
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
上
記

の
よ
う
な
「
正
当
な
理
由
の
あ
る
自
己
都
合
退
職
」
は
、
給
付
制
限
が
あ
り
ま
せ
ん
。 

 

被
保
険
者
期
間
と
特
定
受
給
資
格
者
・
特
定
理
由
離
職
者 

失
業
給
付
で
あ
る
基
本
手
当
の
受
給
資
格
は
、
原
則
と
し
て
離
職
前
２
年
間
で
１
２
か
月
以
上

の
被
保
険
者
期
間
が
必
要
で
す
。
こ
の
離
職
前
２
年
間
で
１
２
か
月
以
上
の
被
保
険
者
期
間
が
あ

り
、
通
勤
困
難
な
適
用
事
業
所
移
転
に
よ
り
退
職
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
者
は
、
特
定
受
給
資
格
者

（
倒
産
、
解
雇
等
に
よ
り
、
再
就
職
の
準
備
を
す
る
時
間
的
余
裕
な
く
離
職
を
余
儀
無
く
さ
れ
た

者
）
に
該
当
し
ま
す
。
ご
相
談
の
方
の
基
本
手
当
の
給
付
日
数
は
、
特
定
受
給
資
格
者
で
３
２

歳
・
被
保
険
者
期
間
５
年
以
上
で
す
か
ら
１
８
０
日
に
な
り
ま
す
。
３
か
月
の
給
付
制
限
は
あ
り

ま
せ
ん
。 

ま
た
、
正
当
な
理
由
の
あ
る
自
己
都
合
退
職
者
で
、
原
則
的
な
受
給
要
件
は
満
た
さ
な
い
が
、

離
職
前
１
年
間
に
６
か
月
以
上
の
被
保
険
者
期
間
が
あ
る
場
合
に
は
、
特
定
理
由
離
職
者
と
し
て

受
給
権
が
発
生
し
ま
す
。
こ
れ
は
、
平
成
１
９
年
の
雇
用
保
険
法
改
正
で
受
給
権
発
生
の
要
件
を

被
保
険
者
期
間
６
か
月
以
上
か
ら
１
２
か
月
以
上
に
改
正
し
た
関
係
で
、
「
正
当
な
理
由
の
あ
る

自
己
都
合
退
職
者
」
を
救
済
す
る
措
置
と
し
て
追
加
さ
れ
た
も
の
で
す
。
こ
の
場
合
の
基
本
手
当

の
給
付
日
数
は
、
特
定
受
給
資
格
者
と
同
じ
日
数
で
す
。
被
保
険
者
期
間
が
１
年
未
満
で
す
か

ら
、
年
齢
に
よ
る
区
別
な
く
９
０
日
と
な
り
ま
す
。 
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「
通
勤
不
可
能
又
は
困
難
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
離
職
し
た
者
の
失
業
給
付
等
」 

 
 

職 

場 

の 

Ｑ 

＆ 

Ａ 

「
弁
護
士
の
失
業
」 

    
 

１ 

か
つ
て
弁
護
士
は
、
難
関
の
司
法
試
験
を
突
破
し
、
法
律
の
専
門
家
と
し
て
あ
こ

が
れ
の
職
業
で
あ
っ
た
。
少
な
く
と
も
私
が
、
弁
護
士
と
し
て
仕
事
を
ス
タ
ー
ト
し
た

１
９
９
５
年
当
時
は
そ
う
だ
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
今
は
、
弁
護
士
資
格
を
取
得
し
て
も

就
職
先
が
な
い
と
い
う
事
態
が
数
年
前
か
ら
社
会
問
題
に
な
っ
て
い
る
。 

 
 

も
ち
ろ
ん
資
格
が
あ
れ
ば
い
つ
で
も
登
録
・
開
業
で
き
る
の
で
あ
る
が
、
頼
む
方
と
し
て
は
、
一
生

を
左
右
す
る
ト
ラ
ブ
ル
を
新
米
の
弁
護
士
に
依
頼
し
よ
う
と
い
う
気
に
は
な
か
な
か
な
ら
な
い
。 

 
 

一
般
的
に
は
、
弁
護
士
は
給
与
を
保
障
さ
れ
な
が
ら
法
律
事
務
所
で
経
験
を
積
み
、
そ
の
中
で
自
分

の
技
量
と
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
を
獲
得
し
て
い
く
（
事
務
所
で
給
与
を
も
ら
い
な
が
ら
オ
ン
ザ
ジ
ョ
ブ
ト

レ
ー
ニ
ン
グ
＝
Ｏ
Ｊ
Ｔ
を
積
む
弁
護
士
を
居
候
弁
護
士
＝
イ
ソ
弁
と
業
界
で
は
呼
ん
で
い
る
）
。 

２ 

し
か
し
、
２
０
０
４
年
か
ら
、
司
法
試
験
制
度
が
変
わ
り
、
旧
来
の
司
法
試
験
制
度
と
並
行
し
て

ロ
ー
ス
ク
ー
ル
を
卒
業
し
て
法
曹
資
格
を
得
る
道
が
開
か
れ
た
（
新
司
法
試
験
）
。
当
初
は
、
医
師

国
家
試
験
と
同
じ
よ
う
に
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
を
卒
業
し
た
ら
８
割
～
９
割
が
司
法
試
験
に
合
格
す
る
構

想
で
あ
っ
た
が
、
生
き
残
り
を
か
け
る
大
学
が
ロ
ー
ス
ク
ー
ル
と
そ
の
定
員
を
乱
増
し
た
た
め
、
今

は
２
０
％
強
の
卒
業
生
し
か
合
格
で
き
な
い
と
い
う
深
刻
な
矛
盾
が
出
て
い
る
。 

 
 

こ
の
司
法
改
革
は
、
規
制
緩
和
の
一
環
で
、
弁
護
士
も
市
場
競
争
に
さ
ら
さ
れ
る
中
で
、
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
が
図
ら
れ
る
と
い
う
考
え
の
も
と
で
導
入
さ
れ
た
。
確
か
に
、
弁
護
士
が
そ
の
特
権
に
あ
ぐ

ら
を
か
い
て
市
民
サ
ー
ビ
ス
に
消
極
的
だ
っ
た
面
が
あ
る
こ
と
は
否
め
な
い
。
し
か
し
、
競
争
の
結

果
被
害
を
受
け
る
の
は
市
民
で
あ
る
こ
と
も
こ
の
司
法
改
革
の
重
大
な
矛
盾
で
あ
る
。
就
職
先
の
な

い
弁
護
士
は
、
事
務
所
に
無
給
で
机
だ
け
置
か
せ
て
も
ら
う
か
（
軒
を
借
り
る
と
い
う
意
味
で
「
ノ

キ
弁
」
と
言
わ
れ
る
）
、
い
き
な
り
自
宅
や
オ
フ
ィ
ス
を
借
り
て
独
立
す
る
（
即
独
立
し
た
弁
護
士

と
い
う
意
味
で
「
ソ
ク
ド
ク
弁
護
士
」
と
い
う
）
し
か
道
が
な
い
。
市
民
は
、
手
術
を
し
た
経
験
の

な
い
弁
護
士
の
実
験
台
に
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。 

３ 

生
ま
れ
た
時
代
が
違
う
だ
け
で
、
人
権
や
社
会
正
義
に
た
め
に
い
い
仕
事
を
し
た
い
と
い
う
志
を

も
っ
た
後
輩
た
ち
が
、
苦
労
し
て
い
る
姿
を
見
る
の
は
本
当
に
痛
々
し
い
。
そ
ん
な
後
輩
の
事
件
や

就
職
の
相
談
が
わ
が
事
務
所
に
は
集
ま
っ
て
く
る
の
だ
が
、
全
員
を
事
務
所
に
迎
え
入
れ
る
ほ
ど
の

力
は
私
に
は
な
い
。 

 
 

４
月
に
、
弁
護
士
業
務
研
究
所
（
略
称
「
ベ
ン
ラ
ボ
」
）
と
い
う
社
団
法
人
を
仲
間
と
一
緒
に
立
ち

上
げ
た
（http:/

/
w

w
w

.b
e
nlab

o
.o

rg

）
。
事
務
所
の
枠
を
超
え
て
、
駆
け
出
し
の
弁
護
士
の
相
談
や

研
修
、
事
件
の
共
同
受
任
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
）
、
経
営
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
共
同
研
究
し
よ
う
と
い
う
こ
と
を
目

的
と
し
た
組
織
で
あ
る
。 

 
 

市
民
に
は
、
弁
護
士
が
増
え
た
と
い
っ
て
も
あ
ま
り
実
感
が
な
い
だ
ろ
う
。
「
弁
護
士
と
は
自
分
の

人
生
に
関
係
の
な
い
存
在
」
「
で
き
れ
ば
関
わ
り
た
く
な
い
人
」
と
い
う
意
識
が
大
半
で
あ
る
し
、

必
要
と
感
じ
て
い
て
も
、
「
い
い
弁
護
士
が
い
な
い
」
「
気
軽
に
相
談
で
き
る
弁
護
士
に
出
会
っ
た

こ
と
が
な
い
」
と
い
う
人
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
ろ
う
。
い
い
弁
護
士
が
増
え
る
こ
と
は
、
市
民
の
潜
在

的
ニ
ー
ズ
で
あ
り
、
い
い
弁
護
士
が
増
え
れ
ば
泣
き
寝
入
り
し
て
い
る
権
利
が
実
現
で
き
る
可
能
性

は
広
が
る
。
弁
護
士
の
数
が
増
え
る
中
で
旧
来
の
狭
い
パ
イ
を
取
り
合
う
の
で
は
な
く
て
、
仕
事

（
市
場
）
を
創
造
す
る
中
で
、
新
し
い
弁
護
士
業
務
の
モ
デ
ル
を
つ
く
る
こ
と
が
今
、
法
律
事
務
所

に
求
め
ら
れ
て
い
る
。 

と
な
り
の
弁
護
士 

パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
法
律
事
務
所
長 

 

弁
護
士 

原 

和
良 
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時 言   

業務委託でも労働者 

～INAXメンテナンス事件最高裁判決 
 

 ４月12日、最高裁は、INAXメンテナンスの委託労

働者、新国立劇団の合唱団員について、いずれも労

働組合法上の労働者と認定する判決を下しました。

企業にも大きな影響を与える判決です。 

【契約形式ではなく実態から判断】 

 事件は、住宅設備機器メーカー大手INAX（現リク

シル）の子会社INAXメンテナンスで修理・補修業務

を委託契約していたカスタマーエンジニア（CE）が

加入した労働組合が団体交渉を申し入れたのに対し

て、CEは労働者に当たらないとして拒否したことに

端を発したものです。大阪府労働委員会、中央労働

委員会、東京地裁のいずれも、CEは労組法上の労働

者と認定しましたが、東京高裁では契約形式上、CE

に承諾の自由、断る自由があることを重視して、労

働者ではないとしていました。しかし、最高裁は、

契約形式上の自由は問題にせず、発注があれば、そ

れに応ずべき関係にあったので労組法上の労働者に

あたると実態にそった判断をしたのです。 

 同日、最高裁は、新国立劇場のオペラ公演に出演

する１年ごとの契約を結んでいた合唱団員をめぐる

訴訟でも、労働者性を否定した東京地裁・東京高裁

の判決を覆し、労働者性を認定しました。これも出

演基本契約という契約の形式論ではなく、実態に基

づく判断をした点でINAXメンテナンス事件の判決と

共通しています。 

【労組法上の労働者とは】 

 上記２つの判決は、いずれも委託労働者と合唱団

員が労働組合に加入して争い、判決も“労組法上の

労働者”であるという認定をしています。 

 労働基準法や労働契約法において、労働者とは

「職業の種類を問わず、事業又は事務所に使用され

る者で、賃金を支払われる者をいう。」（労働基準

法第９条。労働契約法も基本的に同じ。）と定義し

ていますが、労働組合法はそれよりも広く「職業の

種類を問わず、賃金、給料その他これに準ずる収入

によって生活する者をいう。」（労組法第３条）と

定義します。委託労働者等が、労働基準法上の労働

者であるとにわかに認められるのは難しいでしょ

う。しかし、今回の判決を通じて、彼らが労働組合

をつくり（あるいは加入し）、労働組合として労働

条件の改善等を求め団体交渉を申し入れてきた場合

に、「労働者ではないので交渉に応じられない」と

言えるかという大きなテーマを企業に突き付けたこ

とはたしかです。 

 

 現在、「個人事業主」は、出版、放送、コンビニ

（フランチャイズのオーナー）、トラック運転手、

メーターの検針員、保険の外交員、バイク（バイ

シィクル）メッセンジャーなどさまざまな職種に広

がり、120～130万人と言われています。委託契約が

実態にあったものであるかどうか、チェックしてお

く必要があります。 

2面 労使トラブル110番 

 「労災被災者が会社を相手に訴えようと思うとき」 

3面 メンタルヘルスを考える   「社内の困った人への対応⑥」 

4面 「行政書士の事件簿」  「家主から立ち退きを要求された場合、 

 必ず立ち退かなければならないのか？ 立退き料は？」 

5面 年金相談の現場から  

  「「運用３号」問題」 

「税金おとな相談室」 税理士・関根忍先生の連載 

6面 職場のQ&A  「通勤不可能又は困難となったことにより離職 

 した者の失業給付等」 

「となりの弁護士」 弁護士・原和良先生の連載 

 

「日本橋」(日本国道路元標・東京)のたもとで 

http://www.benlabo.org�


 

 

労使トラブル110番    労働相談メール roudou@officesup.com  
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 Aさんは、世界でも有名な日本のトップ企業の営

業最前線にいた人です。国際戦略を担う部門で、１

年の３分の２近く海外出張を繰り返す仕事をしてい

ました。過労がたたり、３年前のある日、飛行機の

中で脳内出血しました。偶然隣席にいた医師が異変

に気付き、①飛行機内の気圧を通常に戻してもら

う、②緊急着陸する空港に救急車を待機させるな

ど、機長を通じて機敏な処置をとってくれ、奇跡的

に一命を取り止めることができました。しかし、半

身不随、視神経の損傷に伴う視野狭窄・視力の大幅

ダウンという後遺症がのこりました。 

勤務実態からみて、簡単に労災認定されたとのこ

と。知人を介して、「社労士を探している人がい

る」という話があり、Aさん宅を訪ねました。最近

会社を定年退職し、いままで会社がやってくれてい

た毎月の申請書類の提出手続きを、会社は「もうや

らない」と言うので困っていたという事情でした。 

 Aさんはいま労災専門の弁護士と会社相手の訴訟

を準備しているとのこと。もちろん労災事故の場

合、会社の安全配慮義務違反が問われ、労災保険で

は給付されない慰謝料部分を求める裁判はよくある

例です。Aさんが訴訟まで考えるその事由を訊ねて

みると…。 

 ①事故直前に給与体系が年俸制から、「基本給＋

業績給」に切り替えられ、減額となったためいくつ

かの不利益が生まれた。 ②労災保険から出る休業

補償と従来の給与額との差額を労災上乗せ給付とし

て支給されていたが、そこから源泉税が引かれてし

まっていたことに納得がいかない。 ③平均賃金の

計算の仕方と額が間違っていたため、後日、休業補

償額が変わるというミスを会社は犯した。 ④60歳

の定年後通常は再雇用されて然るべきなのに、「働

く能力がない」として退職させられた。 ⑤退職と

同時に、「もう会社は手続きする責任はないので、

自分で社労士を見つけてくれ」と言われた。 

 会社が行ったことの一つひとつは些細なミスであ

り、違法性があるわけでもありません。しかしAさ

んにとっては、“会社に尽くしてきた自分に対し

て、冷たい仕打ちを受けた”と受けとめざるを得な

かったのです。 

 

 Bさんは自治体が管理する魚市場で働く労働者で

す。３年前のある日の早朝、出勤直後、駐車場から

荷物を運ぶターレにのりエレベーターで市場へ降り

るとき、頭上からエレベーターの扉が背中上部に落

ちてきました（エレベーターは左右開閉式ではな

く、上下開閉式）。むちうち症に似た症状が生ま

れ、Bさんは２年間、週１度の通院を続け、昨年暮

れに障害等級14級の認定を受けました。 

 実は同じ様式のエレベーターが何台か市場の中に

あり、Bさんと同じような事故やエレベーター内に

閉じ込められる事故が繰り返されていたことがわか

りました。しかし、そのすべては被災者の泣き寝入

りで終わってしまっていました。 

 エレベーターの製造及び保守管理に責任を持つエ

レベーター会社は、事故直後から責任逃れに終始し

話し合いの席に着くことすら拒否する態度。一方の

自治体は話し合いの席には着くものの、「Bさんが

エレベーターの扉にぶつかったから起きたのでは」

「責任があるとすればエレベーター会社で、自治体

にはない。自治体は話し合いを仲介することだけは

します」という態度でした。しかも、Bさんの事件

の直後、エレベーター積載重量限度を半分にするよ

うコンピューターの数値を変更する措置をこっそり

とっていたことも判明しました。国家賠償法第２条

は、「公の営造物の設置又は管理に瑕疵があったた

め他人に損害が生じたときは、国又は地方公共団体

は、これを賠償する責に任ずる」としています。自

治体の態度はこの法律からみて許されるものではな

いのです。 

 Bさんは、「もはやお金の問題ではない。私を最

後に泣き寝入りする人をなくしたい」と訴訟手続き

を始めました。 

 

 以上２つのケースをみると、被災者が裁判まで起

こそうと思うときとは、単純に金銭問題ではないこ

とがよくわかります。安全配慮義務の上に立ち、被

災者の気持ちを配慮する誠実な対応こそ必要です。 

 

 

   

 労災被災者が会社を相手に訴えようと思うとき 

 

※今回は経営者からの相談ではなく、労災被災者からの相談事例です。 

労災事故が起きたときの企業側の対応として教訓にしてください。 

第１のケース：世界のトップ企業の営業最前線に

いた人が、なぜ裁判を起こそうと思ったのか？ 

第２のケース：自治体が管理する施設内で起きた

事故に無責任な姿勢を許せない 
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□編集後記――別紙のとおり、弊社を窓口とする「事業再生専門家ネッ

トワーク」が結成されました。困難に直面する中小企業の経営と営業・

雇用を守りたいとの思いを一に、専門家集団が集まっています。今後は

金融機関とも手を携えて、みなさまの御相談に応じていきたいと考えて

います。専門家自身にも新たな活路が求められるご時世です。「旧来の

狭いパイを取り合うのではなくて、仕事（市場）を創造する中で、新し

い弁護士業務のモデルを作ることが今、法律事務所に求められている」

（今号『弁護士の失業』）。こんな問題意識を持つ専門家たちが協力す

れば、これまで以上に多様なサービス提供が可能ではないのか、再建へ

のより良い助言・立案ができれば、中小企業の持つ潜在的可能性をひき

だし、新たな仕事・雇用を生み出していけるのではないか。そんな想い

に応えられる「ネットワーク」へと成長できれば、と願います。（Ｎ） 

年金相談の現場から  年金相談メール nenkin@officesup.com  

 

＜「運用３号」問題＞ 

 「運用３号」とは、第３号被保険者（２０歳以上６０

歳未満・年収１３０万円未満である被用者年金制度加

入者の配偶者）の年金をめぐる問題です。 

※被用者年金：厚生年金・共済年金のこと。 

配偶者が退職などで被用者年金制度を脱退した場合

は、配偶者自身で第３号被保険者から第１号被保険者

に種別変更の届出を行い、国民年金保険料を支払わね

ばなりませんが、それを忘れていたため年金受給資格

が得られない、もしくは年金額が著しく低くなる人

が、１００万人以上いることが判明しました。 

 厚生労働省はこうした人達を救済すべく、過去２年

分の保険料を遡って支払えば受給資格を与える運用３

号の創設を昨年３月に決め、１２月に実施しました。 

しかし、各方面から批判や問題の指摘があったた

め、今年３月８日に運用３号は廃止され、救済策につ

いては第３号被保険者制度のあり方も含めて再検討す

るということになりました。 

 批判について一番大きなものは、「不公平」です。 

年金記録の誤り（本当は第３号被保険者ではなく、

第１号被保険者だった）が発覚し訂正を行った場合、

訂正を行った時期が実施前であれば、記録誤りの期間

は一切救済されませんが、実施された３ヶ月間であれ

ば救済されるのです。制度創設時から不公平と言われ

続けている第３号被保険者制度に対して、不公平感を

増幅させることは確実だと思われます。 

 また、大きな問題として、実施手続の適法性が挙げ

られます。「運用３号」の実施は、救済を急ぐ余り、

法改正ではなく「課長通知」という文書によって行わ

れました。この措置は年金支給の実態要件を変更する

ことであり、本来法改正でのみなし得ることを、法的

根拠のない「課長通知」で実施したことの適法性を問

われたのです。 

 今回は再検討ということになりましたが、これが

きっかけになり、年金制度そのものに対する議論が深

まり、納得と安心を得られる年金制度が構築されるこ

とを願って止みません。 

■節電とか、節税とか？ 

 

 さて、このコラムも２年が過ぎ、段々ネタが薄く

なってきました（笑）。というわけではないですが、

ここのところ真面目に書いていたので、ちょっと戯言

を。 

 今年の夏は、節電の要請もあり、電気の使い方に注

目が集まってます。白熱球をＬＥＤに変えたり、待機

電力をカットするためにコンセントを抜いたり。 

 電子レンジは電気を食うからと、トースターを買っ

た人を見ましたが、電子レンジは６００Ｗでトース

ターは１２００Ｗ。トースターの方が電気食いです。 

 賢く正しく節電するのは、意外と大変です。 

 コンセントを抜くのは、抜いた後のさし口に埃が

入って火事になったりと、結構危ないです。おすすめ

はスイッチ付きの電源タップを見える位置に引っ張っ

てきて、必要な差し口だけスイッチを入れる方法です

ね。これなら、目に見えて節電している満足感があり

ますし。 

 地デジ対応も実は節電に一役買います。古いテレビ

やビデオよりは、新しい地デジ対応機器の方が消費電

力が低いですからね。太陽光発電装置の設置も一考で

す。無理やり節税に絡めるとすると、補助金や、事業

用のものであれば減価償却の一時損金化の特例が受け

られるものもあります。 

 目線を変えて、税を使った被災地への復興支援なん

てのもあります。ここのところ話題の「ふるさと納

税」がその一つです。 

 直接的に寄付をしてもよいのですが、寄附金控除に

は一定の制限がありますので、「ふるさと納税」を利

用して、来年の住民税を少なくする方法に注目が集

まっているのです。詳しくは次回に。 

黒子とグレ子の「税金おとな相談室」（第27回） 

税理士 関根 忍 


